
（既設定分）

【調整の内容】

　要求どおり計上。

１　事業の概要
　　公営住宅建設事業費(既設定分)

２　債務負担行為設定理由
　　建設事業が２年度以上にかかるため、債務負担行為を設定する。
 
３　スケジュール及び限度額の積算内訳

　事業概要等

戸数 年度
事業費

（限度額）

1,917,756 643,871 1,269,000 - 4,885

　

643,871 1,269,000 - 4,885

査
　
定
　
額

2,234,090 平成29年度 316,334
平成30年度

～
平成31年度

見
　
積
　
額

2,234,090 平成29年度 316,334
平成30年度

～
平成31年度

1,917,756

特　定　財　源

一般財源

期　間 金　　額 期　間 金　　額
国　庫
支出金

県　債 その他

事
　
　
　
項

中高層公営住宅建設事業費

限  度  額

前年度末までの
支 出(見込) 額

当該年度以降の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

局名 　県土整備局 所属名 公共住宅課（直通　045-210-6561） （単位　千円）

 

債　務　負　担　行　為　見　積　書
30 年度

財源内訳

特定財源
一般財源

国庫 県債

109戸

平成29年度 316,334 138,151 176,000 2,183

平成30年度 1,195,789 409,364 783,000 3,425

平成31年度 721,967 234,507 486,000 1,460

合　　　　計 2,234,090 782,022 1,445,000 7,068


	H30当既設定分

